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計算書類に対する注記（つばさ拠点）
別紙2

1.重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　　

　該当なし

（２）固定資産の減価償却及び評価方法

　①有形固定資産　定額法

　②無形固定資産　定額法

（３）引当金の計上区分

　①賞与引当金

　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上しております。

　②退職給付引当金

　　公益社団法人千葉県社会福祉事業共助会退職共済制度における法人の負担する掛金額と同額

　を計上しております。

2.重要な会計方針の変更
徴収不能引当金について、債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額を計上していたが、

発生の可能性は低く、計上額も少ないため、引当金の計上はしないこととした。

3.法人で採用する退職給付制度
公益社団法人千葉県社会福祉事業共助会退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。

　　（１）　つばさ拠点の計算書類（会計基準省令第1号の4様式、第2号の4様式　第3号の4様式）

　　（２）　拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3⑩）

　　　　　　ア　「法人本部」

　　　　　　イ　「特別養護老人ホーム　つばさ」

　　　　　　ウ　「老人短期入所生活介護　つばさ」

　　　　　　エ　「訪問看護事業　つばさ」

　　　　　　オ　「認知症対応型デイサービス　つばさ」

　　（３）　拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3⑪）

　　　　　　ア「法人本部」

　　　　　　イ「特別養護老人ホーム　つばさ」

　　　　　　ウ「老人短期入所生活介護　つばさ」

　　　　　　エ「訪問看護事業　つばさ」

　　　　　　オ「認知症対応型デイサービス　つばさ」

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 6,340,000 0 0 6,340,000

建物　 276,155,303 0 11,271,645 264,883,658

　 合 計 　 282,495,303 0 11,271,645 271,223,658

6.会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特
別積立金の取崩し
該当なし
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7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 6,340,000 円

建物（基本財産） 264,883,658 円

土地（普通財産） 31,561,167 円

計 302,784,825 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 209,329,500 円

計 209,329,500 円

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

土地（基本財産） 6,340,000 0 6,340,000

建物（基本財産） 375,721,500 110,837,842 264,883,658

土地 32,611,167 0 32,611,167

建物 286,388 267,288 19,100

機械及び装置 12,501,790 5,101,767 7,400,023

車両運搬具 4,471,168 3,912,116 559,052

器具及び備品 34,307,976 32,517,286 1,790,690

権利 525,000 325,368 199,632

ソフトウェア 7,630,200 6,173,500 1,456,700

　 合 計 　 474,395,189 159,135,167 315,260,022

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

間接法表記のため記載不要 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）退職給付引当資産、退職給付引当金の当期減少額に含まれる20,625円については、共助会へ

　退職手続きが遅れたことによる過払金の戻りである。


